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2024 年 1 月 5 日 

医療経済研究機構 

 

地域在住高齢者においてフレイルとうつ症状の併存により死亡リスクが上昇 

フレイルとうつ症状が併存した集団では、どちらもない集団に比べて、死亡リスクが約 4 倍 

 

医療経済研究機構（東京都港区、所長：遠藤久夫）は、当機構研究部副部長の浜田将太、政策

推進部佐々木裕伊らが、東京大学高齢社会総合研究機構（東京都文京区、機構長：飯島勝矢）と

共同で行った、フレイル注1とうつ症状の併存と死亡リスクとの関連に関する研究成果を「Archives of 

Gerontology and Geriatrics」にて発表しましたので、その概要をお知らせいたします。 

65歳以上の地域在住高齢者を対象とした柏スタディ注2のデータを用いて、2012年のベースライン調査におけ

るフレイル状態とうつ症状の有無によって解析対象者1,920人を分類し、その後の死亡リスクを比較しました。

その結果、フレイルとうつ症状のいずれもない集団に比べて、うつ症状の併存がないフレイルの集団で約2.5倍、

うつ症状が併存したフレイルの集団で約4.3倍、死亡リスクが高いことがわかりました。一方で、フレイルなしおよ

びプレフレイルの集団では、うつ症状の有無にかかわらず、死亡リスクとの関連はみられませんでした。 

本研究により、ハイリスク集団であるうつ症状を併存したフレイルの集団を特定することは重要であると考え

られ、健康診断や日常診療にフレイルやうつ症状のスクリーニングを取り入れる必要性があることが示唆されま

した。 

 

 

【 お問い合わせ先 】  

〒105-0001 東京都港区⻁ノ⾨1-21-19 東急⻁ノ⾨ビル3F 

一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会  

医療経済研究機構 研究部 副部長 浜田将太  

E-mail：shota.hamada@ihep.jp 
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発表内容 

 背景と目的  

フレイルは公衆衛生上の重要課題のひとつであり、医療・介護費用の増大につながると予測されています。

フレイルに関する研究の多くは、身体的な疾患や機能に焦点を当てたものが多く、フレイルとメンタルヘルスとの

関係は十分には明らかになっていませんでした。本研究では、フレイルとうつ症状が併存することによって、死亡

リスクにどのような影響を及ぼすのかを明らかにすることを目的として検討を行いました。 

 

 主な成果  

柏スタディのベースライン調査（2012 年）に参加した 65 歳以上の高齢者のうち、1,920 人を解析対象と

しました。フレイルの評価は Fried の表現型モデルに基づいて行い、該当なしをフレイルなし、1～2 つ該当をプレ

フレイル、3 つ以上該当をフレイルと判定しました。うつ症状の評価は GDS-15 を用いて、6 点以上でうつ症状

ありと判定しました。フレイルの重症度が上昇するにつれ、うつ症状の併存割合は高い傾向がありました。 

平均約 4.8 年間の追跡期間中に、91 人（4.7％）の死亡が確認されました。Cox 比例ハザードモデルを用

いた生存時間解析の結果、フレイルとうつ症状のいずれもない集団に比べて、フレイルなしおよびプレフレイルの

人では、うつ症状の有無にかかわらず、死亡リスクとの関連はみられませんでした。一方で、うつ症状の併存が

ないフレイルの集団では調整後ハザード比が 2.47（95％信頼区間：1.16～5.25）、うつ症状が併存したフレ

イルの集団では 4.34（95％信頼区間、1.95～9.65）と、フレイル高齢者では死亡リスクが高いことが示され

ました。 

 

 研究の意義と今後の展開  

2020 年度から、全国の自治体で「後期高齢者の質問票」による高齢者の健康状態を把握・評価すること

が義務付けられ、高齢者に対するフレイルの早期発見・早期治療による予防・悪化防止が期待されています。

本研究により、ハイリスク集団であるうつ症状を併存したフレイルの集団を特定することは重要であると考えられ、

健康診断や日常診療にフレイルだけではなく、うつ症状のスクリーニングも取り入れる必要性があることが示唆

されました。また、今後の課題として、本研究では、フレイルとうつ症状の併存による統計的に有意な交互作用

はみられず、双方がどのように関係しているかは、より大規模で長期間の追跡を伴う研究等でさらに検証する

必要があります。 
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 用語解説  

注 1：高齢期に生理的予備能が低下することでストレスに対する脆弱性が亢進し、生活機能障害、要介護

状態、死亡等の転帰に陥りやすい状態で、身体的問題のみならず、精神・心理的問題、社会的問

題を含む概念。 

注 2：東京大学高齢社会総合研究機構が、フレイル・サルコペニアに対する早期介入ポイントを多面的に探

索し、簡易評価法を開発すること等を目的として、千葉県柏市の地域在住高齢者約 2,000 人を対

象として 2012 年より実施している前向きコホート研究。 
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